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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

７年10月期第１四半期 8,986 20.1 410 41.5 382 38.9 189 7.6

６年10月期第１四半期 7,480 △13.6 289 △50.2 275 △51.9 175 △53.0

（注）包括利益 ７年10月期第１四半期 215百万円（13.2％） ６年10月期第１四半期 190百万円（△53.4％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

７年10月期第１四半期 13.60 13.52

６年10月期第１四半期 12.65 12.58

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

７年10月期第１四半期 60,630 41,092 65.5

６年10月期 61,171 41,548 64.9

（参考）自己資本 ７年10月期第１四半期 39,696百万円 ６年10月期 39,675百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

６年10月期 － 21.00 － 22.00 43.00

７年10月期 －

７年10月期（予想） 21.00 － 22.00 43.00

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
第２四半期（累計） 23,400 36.8 1,400 55.0 1,350 50.5 750 35.9 53.96

通期 48,000 33.4 2,850 55.9 2,750 52.8 1,600 △35.9 115.11

１．令和７年10月期第１四半期の連結業績（令和６年11月１日～令和７年１月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．令和７年10月期の連結業績予想（令和６年11月１日～令和７年10月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） ７年10月期１Ｑ 16,901,900株 ６年10月期 16,901,900株

②  期末自己株式数 ７年10月期１Ｑ 3,002,057株 ６年10月期 3,002,056株

③  期中平均株式数（四半期累計） ７年10月期１Ｑ 13,899,843株 ６年10月期１Ｑ 13,895,734株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記

事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記

事項（会計方針の変更に関する注記）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績

等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ

ての注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関

する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

　当第１四半期連結累計期間において、米国においてトランプ氏が大統領に就任し、米国第一主義の推進、特に関

税政策などは、わが国経済に大きな影響を与えることが懸念されます。国内においても、円安の長期化などによる

物価上昇に実質賃金の上昇は追い付かず、政局においても与党の議席が衆議院では過半数に満たない状況で不安定

な状況になっております。

　不動産業界、特に木造戸建住宅においては実需が大半を占め、当社の主要な顧客層である住宅一次取得者層にお

いては、生活必需品の物価上昇が家計を圧迫している一方、住宅価格は地価や建設コストの値上がりによって上昇

傾向にあるため、住宅購入意欲が低下しており、市場環境は厳しい状況にあります。

　このような経営環境の中、当社グループでは、令和６年10月に株式会社ＫＨＣが当社グループに加わったことに

より、グループの規模が拡大いたしました。引き続き、企業理念「１．住宅作りにおいて、社会へ貢献する。２．

より良いものを、より安く、より早く、より安全に提供することで社会へ貢献する。３．人を育て、健全経営を行

い、社会へ貢献する。」の下、お客様に心から喜んで頂ける魅力的な住宅を、適切な価格で供給することにこだわ

り、業績向上を目指して取り組んでおります。

　戸建事業におきまして、令和６年10月に株式会社ＫＨＣが当社グループに加わったことにより、販売棟数、売上

高が増加しております。株式会社ＫＨＣとの相乗効果を高めるため定期的な協議の場を設けるとともに、現場の業

務におきましても、情報交換、協力、協調を進めております。また、従来からの地道なコストダウンや良質な分譲

用地の仕入、商品力の強化においては各種の取組みを進めております。収益面においては、付加価値が高い注文住

宅を販売する株式会社ＫＨＣが当社グループに加わったことにより、利益率が改善しております。主力の戸建分譲

では、当第１四半期連結累計期間の販売棟数は225棟（前年同期比 1.8％増）となりました。請負工事につきまし

ては、当第１四半期連結累計期間の引渡棟数は44棟（同 633.3％増）と大きく増加しました。株式会社ＫＨＣは、

注文住宅を主力として高付加価値、高価格帯の市場を中心に展開しており、その商品力、提案力は当社グループ全

体の戸建事業に良い影響を与えるものと期待されます。

　マンション事業では、当第１四半期連結累計期間において、大阪支社（旧 堺支店）を併設する賃貸マンション

のラ・カーサ・フェリーチェ堺が完成しました。経営基盤の強化のため引続き賃貸事業を拡大してまいります。ま

た、従来は賃貸物件の保有は賃貸収入の獲得を目的としておりましたが、今後は状況に応じて売却することも視野

に入れて事業を展開する所存です。なお、当第１四半期連結累計期間には、「建物及び構築物」及び「土地」に計

上していた賃貸用不動産１物件６億12百万円を「仕掛販売用不動産」及び「未成工事支出金」に振替えておりま

す。中古マンションのリノベーション販売では、前年同期には５戸の販売実績がありましたが、当第１四半期連結

累計期間の販売実績はありません。特建事業では中・大規模木造建築物の請負工事２件を着工いたしました。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間における経営成績は、売上高89億86百万円（前年同期比 20.1％

増）、営業利益４億10百万円（同 41.5％増）、経常利益３億82百万円（同 38.9％増）、親会社株主に帰属する四

半期純利益１億89百万円（同 7.6％増）となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（戸建事業）

　戸建事業のうち主力の戸建分譲について、当第１四半期連結累計期間における販売棟数は225棟（うち、戸建

分譲 189棟、土地分譲 36区画）（前年同期比 1.8％増）となり、売上高は71億28百万円（同 1.6％増）となり

ました。当第１四半期連結累計期間においては、土地価格の上昇や建築資材の高騰に加え消費者マインドが冷え

込み、販売に苦戦いたしました。また、値下げを行って販売する物件が増加したことにより、利益率が前年同期

に比べて低下いたしました。請負工事におきまして、引渡棟数は44棟（同 633.3％増）、売上高は15億92百万円

（同 853.5%増）となりました。高付加価値の注文住宅を主力とする株式会社ＫＨＣの連結子会社化により、請

負工事における売上高及び利益は前年同期より大きく増加いたしております。戸建事業に関するその他の売上高

は62百万円（同 206.4％増）となりました。

　これらの結果、戸建事業全体の売上高は87億83百万円（同 21.9％増）となり、セグメント利益は６億１百万

円（同 41.6％増）となりました。

（その他）

　その他の事業セグメントのうち、マンション事業について、賃貸収益による売上高は１億96百万円（前年同期

比 11.7％増）となりました。マンション分譲については前年同期には98百万円の売上高がありましたが、当第

１四半期連結累計期間の売上高はありませんでした。特建事業については、当第１四半期連結累計期間において

は４百万円（同 －）の売上高となりました。

　これらの結果、その他の事業セグメント全体の売上高は２億１百万円（同 26.8％減）となり、セグメント利

益は80百万円（同 4.4％増）となりました。
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（２）当四半期の財政状態の概況

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は606億30百万円（前連結会計年度末比 0.9％減）となり、前連結

会計年度末に比べて5億41百万円減少いたしました。主な減少要因は、現金及び預金の減少14億33百万円、販売用

不動産の減少９億73百万円及び有形固定資産の減少４億81百万円であり、主な増加要因は、仕掛販売用不動産の増

加13億93百万円、未成工事支出金の増加６億円であります。当第１四半期連結累計期間におきましては、賃貸用不

動産１物件の保有目的を変更したことにより、有形固定資産から仕掛販売用不動産及び未成工事支出金に振替えて

おります。このため、有形固定資産は減少して仕掛販売用不動産及び未成工事支出金は合計で６億12百万円増加し

ております。そのほか主力である戸建事業において、前期に引き続き在庫状況の改善に向けて完成在庫の販売促進

と厳選した分譲用地仕入の強化に取り組み、その結果、前連結会計年度末に比べて、完成在庫は減少し、仕掛在庫

は増加いたしました。

　負債合計は195億37百万円（同 0.4％減）となり、前連結会計年度末に比べて85百万円減少いたしました。主な

減少要因は、支払手形・工事未払金並びに電子記録債務を合計した仕入債務の減少４億55百万円及び未払法人税等

の減少３億47百万円であり、主な増加要因は、長期有利子負債の増加７億15百万円であります。仕入債務の減少は

主に施工棟数の減少に伴うものであり、長期有利子負債の増加は主に賃貸等不動産の増加に伴うものであります。

　また、純資産は410億92百万円（同 1.1％減）となり、前連結会計年度末に比べて４億55百万円減少しておりま

す。その主な増減の要因は、資本剰余金の増加１億26百万円、利益剰余金の減少１億16百万円及び非支配株主持分

の減少４億76百万円であります。資本剰余金の増加及び非支配株主持分の減少は、主に株式会社ＫＨＣに対する株

式売渡請求を実施し、令和６年11月21日付で同社を完全子会社としたことに伴うものであり、利益剰余金の減少

は、主に当第１四半期連結累計期間における親会社株主に帰属する四半期純利益及び前連結会計年度の期末配当金

の実施によるものであります。

　これらの結果、自己資本比率は65.5％となり、前連結会計年度末に比べて0.6ポイント上昇いたしました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　令和７年10月期の連結業績予想につきましては、現時点では、令和６年12月16日に公表いたしました連結業績予

想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(令和６年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(令和７年１月31日)

資産の部
流動資産

現金及び預金 20,545,838 19,112,371
契約資産 771,395 976,306
販売用不動産 11,289,193 10,315,902
仕掛販売用不動産 11,343,841 12,736,983
未成工事支出金 1,053,776 1,654,205
貯蔵品 17,644 19,237
その他 622,699 716,915
貸倒引当金 △855 △977

流動資産合計 45,643,533 45,530,943

固定資産

有形固定資産
建物及び構築物（純額） 5,931,155 6,365,654
土地 7,688,391 7,241,841
その他（純額） 568,896 99,894

有形固定資産合計 14,188,443 13,707,390

無形固定資産 361,330 358,277
投資その他の資産

投資有価証券 200,491 218,559
繰延税金資産 388,254 378,877
その他 419,220 465,329
貸倒引当金 △29,276 △29,020
投資その他の資産合計 978,691 1,033,746

固定資産合計 15,528,464 15,099,414

資産合計 61,171,998 60,630,358

負債の部

流動負債
支払手形・工事未払金 2,503,300 2,189,008
電子記録債務 1,445,784 1,305,046
短期借入金 3,280,500 3,618,030
１年内返済予定の長期借入金 4,501,747 4,210,733
未払法人税等 475,389 127,535
賞与引当金 161,317 80,634
役員賞与引当金 17,100 21,750
完成工事補償引当金 57,813 54,418
その他 1,091,502 1,133,965

流動負債合計 13,534,454 12,741,120

固定負債

長期借入金 5,500,133 6,217,754
退職給付に係る負債 552,144 544,340
その他 36,466 34,191

固定負債合計 6,088,743 6,796,285

負債合計 19,623,198 19,537,406

純資産の部

株主資本
資本金 1,584,837 1,584,837
資本剰余金 1,344,462 1,471,210
利益剰余金 39,261,653 39,144,869
自己株式 △2,573,109 △2,573,110

株主資本合計 39,617,844 39,627,808

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 57,930 68,543

その他の包括利益累計額合計 57,930 68,543

新株予約権 77,210 77,210
非支配株主持分 1,795,814 1,319,389

純資産合計 41,548,800 41,092,952

負債純資産合計 61,171,998 60,630,358

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　令和５年11月１日

　至　令和６年１月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　令和６年11月１日
　至　令和７年１月31日)

売上高 7,480,267 8,986,719

売上原価 6,410,026 7,518,557

売上総利益 1,070,241 1,468,162

販売費及び一般管理費 780,280 1,057,725

営業利益 289,960 410,436

営業外収益

受取利息 126 554

受取配当金 2,653 3,336

損害賠償金 240 3,288

その他 2,921 4,657

営業外収益合計 5,941 11,837

営業外費用

支払利息 20,240 35,571

その他 0 3,883

営業外費用合計 20,240 39,455

経常利益 275,661 382,818

特別損失

公開買付関連費用 － 65,037

特別損失合計 － 65,037

税金等調整前四半期純利益 275,661 317,781

法人税等 89,475 115,109

四半期純利益 186,186 202,671

非支配株主に帰属する四半期純利益 10,466 13,658

親会社株主に帰属する四半期純利益 175,720 189,012

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　令和５年11月１日

　至　令和６年１月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　令和６年11月１日
　至　令和７年１月31日)

四半期純利益 186,186 202,671

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,971 12,589

その他の包括利益合計 3,971 12,589

四半期包括利益 190,157 215,261

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 179,494 199,625

非支配株主に係る四半期包括利益 10,662 15,635

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改
正会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－
３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な
取扱いに従っております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表
における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首か
ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適
用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。これによる前年四半期の四半期連結財務諸表及
び前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適
用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（単位：千円）

報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書

計上額戸建事業

売上高

外部顧客への売上高 7,203,629 274,698 7,478,328 1,939 7,480,267

計 7,203,629 274,698 7,478,328 1,939 7,480,267

セグメント利益 424,897 77,002 501,899 △226,238 275,661

（単位：千円）

報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書

計上額戸建事業

売上高

外部顧客への売上高 8,783,551 201,191 8,984,742 1,977 8,986,719

計 8,783,551 201,191 8,984,742 1,977 8,986,719

セグメント利益 601,632 80,410 682,042 △299,224 382,818

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　令和５年11月１日　至　令和６年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり「マンション事業」及び
「特建事業」を含んでおります。

　　　２．外部顧客への売上高の調整額1,939千円は、事業セグメントに帰属しない売上高であります。
　　　３．セグメント利益の調整額△226,238千円は、事業セグメントに帰属しない売上高、各事業セグメン

トに配分していない全社費用であります。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない販売費及
び一般管理費であります。

　　　４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　令和６年11月１日　至　令和７年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり「マンション事業」及び
「特建事業」を含んでおります。

　　　２．外部顧客への売上高の調整額1,977千円は、事業セグメントに帰属しない売上高であります。
　　　３．セグメント利益の調整額△299,224千円は、事業セグメントに帰属しない売上高、各事業セグメン

トに配分していない全社費用であります。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない販売費及
び一般管理費であります。

　　　４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。
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前第１四半期連結累計期間
（自  令和５年11月１日

至  令和６年１月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  令和６年11月１日

至  令和７年１月31日）

減価償却費 59,261千円 90,667千円

のれんの償却額 － －

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四
半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額
は、次のとおりであります。

（重要な後発事象の注記）

（取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する株式報酬型ストック・オプションとしての新株予約権の

発行）

　当社は、令和７年２月22日開催の取締役会において、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に

対し株式報酬型ストック・オプションとして割り当てる新株予約権の募集事項について、下記のとおり決議い

たしました。

(1）新株予約権の名称

　ファースト住建株式会社第９回新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）

(2）新株予約権の割当対象者及び人数

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）　５名

(3）新株予約権の数

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に付与する新株予約権は1,198個とする。

　上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる募集新株予約権の

総数が減少したときは、割り当てる募集新株予約権の総数をもって発行する募集新株予約権の総数とする。

また、上記新株予約権の割当日における公正価値の総合計が株主総会で決議された報酬の限度を超える場合

はこれを下回る個数まで減少させる。各人別の減少数は、当初の割当数に比例する。

(4）新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は、10

株とする。

　なお、新株予約権の割当日後に、当社が普通株式の株式分割（株式無償割当てを含む。以下同じ。）又は

株式併合を行う場合は、新株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約

権について、次の計算式により付与株式数の調整を行い、調整により生じる１株未満の端数については、こ

れを切り捨てる。

　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率

　また、割当日後に当社が合併又は株式分割を行う場合、その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必

要とする場合には、合併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整されるものと

する。

(5）新株予約権の払込金額

　新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日において「ブラック・ショールズ・モデル」により算定さ

れる公正な評価額とする。

　なお、新株予約権の割り当てを受けた者に対し、当該払込金額の総額に相当する金銭報酬を支給すること

とし、この報酬債権と新株予約権の払込金額の払込債務を相殺することをもって、当該新株予約権を取得さ

せるものとする。

(6）新株予約権の割当日

　令和７年３月31日

(7）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができ

る株式１株当たり１円とし、これに付与株式数の総数を乗じた金額とする。

(8）新株予約権を行使できる期間

　令和７年４月１日から令和27年３月31日までとする。

　ただし、権利行使期間の最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。

(9）新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査等委員である取締役のいずれの地位も喪失し

た時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約権者は、取締役、監査等委

員である取締役のいずれの地位も喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を一

括して行使することができる。

(10）新株予約権の譲渡制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の承認を要するものとする。
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(11）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた金額とする。

(12）組織再編を実施する際の新株予約権の取扱

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、会社法第236条第１項第８号

イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき、

新株予約権者に交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社の新株

予約権を新たに交付するものとする。

　ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設

分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数を交付するものとする。

②　新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類および数

　新株予約権の目的となる株式の種類は再編対象会社普通株式とし、新株予約権の行使により交付する再

編対象会社普通株式の数は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記(4）に準じて決定する。

③　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に当該各

新株予約権の目的となる株式数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たりの金額を１円とする。

④　新株予約権を行使することができる期間

　前記(8）に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうち

いずれか遅い日から、前記(8）に定める新株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑤　新株予約権の譲渡制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　前記(11）に準じて決定する。

(13）新株予約権の行使により発生する端数の切捨て

　新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。
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